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都市OSを活用した
スマートシティ実装の
更なる推進を目指して
～令和５年度総務省委託調査の御案内～

【お問合せ先】
電話：0 3－5253-5756（直通）
e m a i l :  i c t - t o wn @m l . so um u .g o . j p

スマートシティの実装に取り組む
地方公共団体や企業・団体の皆様へ

令和５年６月26日
総務省 情報流通行政局

地域通信振興課
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調査の背景１

実施内容① ～個別コンサルティング～２

実施内容② ～ユースケース調査～３
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スマートシティに係る現状と課題
• 少子高齢化、過疎化、災害など、我が国の多くの地域が共通的に抱える地域課題は多数あり、

「安心安全な街」「買い物に困らない街」「医療体制に心配のない街」「にぎわいのある街」など
『住みやすい街づくり』を目指して、デジタル技術やデータを活用した住民の利便性向上が求められています。

• 一方、各地域や自治体がそれぞれ異なる仕様でスマートシティサービスのシステムを構築してしまうと、
地域間でデータやサービスをやりとりする際に互換性がなくなり横展開に多大なコストが発生してしまうため、
相互運用性に配慮してシステムを構築する必要があります。

⇒ 総務省は、より効果的・効率的な課題解決のため、各サービスの基盤となる「都市OS」の整備を補助しております。

ICTデータの活用により、
国民の健康寿命を延伸

キャッシュレス社会を実現し、
取引をデジタルで完結

いつでもどこでも必要な
移動・配送サービスを提供

エネルギー、上下水、リサイクル
などを地域内で最適管理災害の情報をリアルタイムで

取得・発信し、迅速な避難・
復旧を実現

地域の見守りを支援し、
安心・安全な街を実現

分野間データ連携

エネルギー
水、廃棄物

セキュリティ

健康・
医療・介護

金融防災

自動走行
・自動配送

都市を中核とする
多核連携ネットワーク
の実現

特色・資源を生かした
多様な地域の実現

（スマートローカル／スマートアイランド／
スマート×グリーン／…）

多様な課題解決ニーズ
の汲み取り

横展開・
都市間連携の推進

スマートシティのサービス事例
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地域課題解決のためのスマートシティ推進事業（補助事業）の概要

端末

アプリケーション

【補助対象となる「都市OS」を活用したスマートシティのイメージ】
この補助事業では、都市に関わる様々なデータを集約し、複合的な地域課題解決につなげるスマートシティの実現を支援します。
分野ごとにバラバラではなく、各種スマートシティサービスの基盤となる都市OS（データ連携基盤）を活用してサービスを構築することで、
分野間・地域間のデータ連携やワンストップ化によりサービスの質を向上させ、より効果的なソリューションを提供するとともに、
基本機能の共通化により、開発・運用コストの低減を図ります。

都市OS
（データ連携基盤）

A地域
センサー

避難発令

防災

行政の
データ

外部
システム

防災×物流

避難物資の
ドローン輸送 ドローン配送

買物

高齢者見守り

見守り

水位データ ダム放水
情報

高齢者
居住情報 地図データ 位置情報

複数リソースの
データをつなぎ、
サービスの質を向上

データをつなげて
新たなサービスを

生み出す

集めたデータを
様々な

サービスに活用

B地域
システム

C地域
行政データ

データの連携・流通、認証等の
基本的機能を提供

地域が抱える様々な課題（防災、セキュリティ・見守り、買物支援など）をデジタル技術やデータの活用によって
解決し、地域活性化につなげるため、地方公共団体等による都市OSや、都市OSに接続するサービス等の整備・
改良にかかる経費の一部を補助します。 【令和５年度当初予算 4.0億円 】

〇対象事業者：地方公共団体、民間団体(※)等
〇補助対象：都市OSや、都市OSに接続するサービス等の整備・改良
〇補助率：１／２
※ 民間団体が事業主体となる場合には、自治体において、解決したい地域課題が特定されており、当該課題を解決するうえで事業の実施を必要としていることが必要
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総務省スマートシティ関連事業（H29～R4年度） 実施地域
項番 実施地域 （実施団体） 主な分野

R4f 長野県全域 防災・インフラ

R1b 長野県伊那市 医療・物流

R1c 三重県木曽岬町 防犯・防災・交通

H30b 京都府（（一社）京都スマートシティ推
進協議会）

観光・防災・環境

R4g 大阪府 行政・地域活性化

R3g 大阪府豊能町（（一社）コンパクトス
マートシティプラットフォーム協議会）

防犯・防災・健康・地域経済・交通

R4h 見守り・健康・地域経済・交通

H29e 兵庫県加古川市 防犯・観光

R4i 広島県三次市 観光

H30c 島根県益田市
（シマネ益田電子（株））

防災・鳥獣被害対策

R4j 山口県山口市 防災

H29f 香川県高松市 防災・交通

R1d 愛媛県新居浜市 防災・交通・地域経済

R4k 愛媛県松山市、東温市、今治市
（（株）愛媛CATV）

観光・工業

R1e 福岡県飯塚市 健康・交通・まちづくり

R4l 福岡県福岡市 行政

R3h 長崎県 防災・観光

R3i 熊本県人吉市 防災・観光

H29a

R3a

項番 実施地域 （実施団体） 主な分野

H29a 北海道札幌市
（（一財）さっぽろ産業振興財団）

交通・健康

R3a 北海道更別村 農林水産業・防災

R3b 宮城県仙台市 交通・コロナ対策

R4a 茨城県つくば市 物流

H29b 福島県会津若松市
（アクセンチュア（株））

健康・生活

R3c 栃木県佐野市
（（一社）スマートソサエティファウンデーション）

防災・コロナ対策・健康

R2a

群馬県嬬恋村

防災・コロナ対策

R3d 観光

R4b 行政

H29c
埼玉県さいたま市
（（一社）美園タウンマネジメント）

健康・スポーツ

R2b 健康・医療

R3e 健康・医療

R3f 千葉県柏市
（（一社）UDCKタウンマネジメント）

健康

R1a 東京都調布市（アフラック生命保険（株）） 健康・教育

R2c 東京都大田区（鹿島建設（株）） 地域経済

H29d 神奈川県横浜市 （（株）リアライズ） 観光・防犯・生活

R4c 神奈川県横須賀市 行政

R4d 神奈川県鎌倉市 医療・交通・地域活性化

R4e 神奈川県小田原市 観光・交通・防災

H30a 富山県富山市 防犯・防災・インフラ管理

R2d 富山県富山市（関西電力（株）） エネルギー・コロナ対策

R2e 石川県加賀市 行政

R3b

H29b

R3c

R2b
R3e

H29c

R3fR1a
R2c

H29d

R1b

R2e
R2d

H30a

R2a
R3d

R1c

H30b

R3g
H29e

H29f

H30c

R1e

R1dR3h

R3i

R4a

R4b

R4cR4dR4e

R4f

R4g
R4h

R4i
R4j

R4k

R4l

記号 年度
予算額
（億円）

採択
件数

H29a～f H29年度 5.1 6件

H30a～c H30年度 2.5 3件

R1a～e R1年度 2.2 5件

R2a～e R2年度 2.2 5件

R3a～i R3年度 5.4 9件

R4a～l R4年度 6.1 12件
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都市OS（データ連携基盤）の導入地域数
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全国値（2016～2022年度）
目標値, 2025年度までに100地域（地域）

（年度）
※都市ＯＳ（データ連携基盤）の導入地域数については、一つの都市ＯＳに複数の市町村が接続する場合は、原則として1地域として計上。

→目標達成に向け、都市OSを活用したスマートシティの実装を一層強化していく必要。
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個別コンサルティングの概要
都市OSを活用した課題解決にご関心のある自治体の皆様等に対し、オンラインでの意見交換等を通じて、
地域課題の洗い出しや、当該課題に関連する分野におけるスマートシティサービス事例の御紹介などを行うことで、
スマートシティ推進方策の策定を支援いたします。

 自治体の皆様の費用負担はありません。また、会議設定や資料作成等の必要な作業も請負事業者が行います。
是非、まずはお気軽に御相談いただければ幸いです。

各自治体から、以下ご教示いただき、
大テーマを設定
 スマートシティ（及び都市OS）に関する取組経緯、
取組状況、推進上の問題意識

大テーマに沿って各回ごとのテーマを設定し、
解決すべき地域課題の整理や情報提供を実施
例①
地域の課題に関連するスマートシティ取組事例の情報提供
→スマートシティサービスの事例紹介にとどまらず、
スマートシティの根幹となるデータ利活用の方策や、
スマートシティ推進体制の在り方についても、
過去事例や請負事業者の専門的知見に基づいて
御助言します。

例②
都市OSの概要、導入メリット・留意事項等の情報提供

プレヒアリングの実施 3回の意見交換の実施
【令和４年度実施時における大まかな流れ】

⇒ コンサルティングにご関心のある自治体様は、７月末を目途に総務省までお声掛けください。
また、意見交換会には事業者の皆様のご同席も可能ですので、ご関心のある自治体様と
お誘い合わせの上、ご連絡いただけますと幸いです。
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令和４年度支援事例①
これまでMaaSに係る実証を進めてきたA町では、これまでの実証を単発で終わらせず、かつ複数の事業を関連付けて
実施していくことを課題として認識。
⇒ ヒト・モノ・サービスの複数分野をまたいだモビリティサービスの事例を、都市OS利活用の可能性と合わせて御紹介。
都市OSを活用し、ヒトの移動とモノの移動を組み合わせたサービスを導入する構想の具体化につなげる
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令和４年度支援事例②
「市内特定エリアの全体最適（行政の得意領域）」を図るためのデータ利活用の取組を進めてきたＢ市では、更なる
取組の拡大に向け、「市全域における個別最適（民間の得意領域）」を図るための持続可能なデータ利活用を模索。
⇒ 特に民間におけるオープンデータの利活用事例を、収益性を意識しつつ分類して御紹介。
将来的なデータ利活用の方針を明確化することで、スモールスタートの都市OS構築に向けた検討のきっかけに。
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令和４年度支援事例③
Ｃ市では、都市OSを活用したスマートシティサービス導入の方向性は一定程度見えていたが、市内民間事業者を
巻き込んだ官民連携体制の構築や、当該体制の活用方策について課題意識あり。
⇒ スマートシティ推進組織が果たすべき役割を整理した上で、官民連携体制構築の様々な具体例を御紹介。

体制構築に向けた参考とすることで、都市OS及びサービス導入構想の一層の具体化につなげる
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調査の背景１

実施内容① ～個別コンサルティング～２

実施内容② ～ユースケース調査～３
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都市OSが持つデータ連携・流通や認証等の機能を最大限活用した、データの分野間・地域間連携による画期的な
ユースケースについて、自治体の皆様やサービス提供企業様などから幅広く御知見を募りながら、調査を行います。

都市OSの画期的ユースケース創出に向けた調査

【ユースケースのイメージ（一例）】

都市OSを活用した分野間・地域間連携サービスのアイデアをお持ちの自治体・企業の皆様は、
ぜひ総務省までお声掛けください。（アイデアベースで全く問題ありません。）
総務省や請負事業者等の知見を踏まえ、いただいたアイデアに関して議論させていただき、
また、必要に応じてデータ保有者との調整などを行い、実現方策等の検討を行います。

ディベロッパー提供データ

地下道の
人流データ

オープンデータ

気象データ
など

都市OS

商業施設向け
集客施策検討支援サービス

テナント提供データ

店内の
混雑状況データ

保険会社等向けの
データカタログ

データ

都市
OS

アプリ

行政提供データ

公共交通の
運行データ

観光客向けアプリ

イベント・宿泊
施設データなど

各自治体観光案内所等
提供データ
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